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産地生産基盤パワーアップ事業 基金管理団体公募要領 

 

第１ 総則 

本事業は、水田・畑作・野菜・果樹・茶・花き等の産地の創意工夫による地域

の強みを活かしたイノベーションの取組やスマート農業の活用を支援するとと

もに、加工食品や外食・中食向け原料の国産への切り替え及び輸出や加工・業

務用等の増加する需要に対応する生産量増加対策や生産コストの削減、堆肥の

活用による全国的な土づくりを展開することにより、農業の国際競争力の強化

を図るため、地域の営農戦略に基づいて実施する産地の高収益化に向けた取組

や園芸作物等の生産基盤の強化を図るための取組を総合的に支援するものであ

る。 

本事業のうち、収益性向上対策・生産基盤強化対策に係る基金管理団体につ

いては、この要領により公募するものとする。 

 

第２ 基金管理団体の業務の概要 

本事業における基金管理団体の業務の概要は、別表に定めるとおりとする。 

 

第３ 応募団体の要件 

本事業への応募者（以下「応募団体」という。）は、日本国内に所在する民間

団体等（民間企業、一般社団法人、一般財団法人、公益財団法人、公益財団法

人、協同組合、特殊法人、認可法人、独立行政法人等をいう。）であって、別表

に定める応募団体の要件に該当するものとする。 

 

第４ 補助対象経費の範囲 

１ 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、本事業の実施に

直接必要な経費及び成果の取りまとめに必要な経費のうち、別表に定める経費

とする。 

２ 申請できない経費 

（１）本事業の事業実施期間中に発生した事故・災害の処理のための経費 

（２）補助対象経費に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象

経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法

律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額及び当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。） 

 

第５ 補助率 

補助率は、別表に定めるとおりとする。 

 

第６ 応募方法 

１ 応募書の作成及び提出 

１ 



「産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体応募書」（別記様式）を作成

し、必要部数を２の（１）の提出期限内に２の（２）の提出先に提出すること

とする。 

２ 応募方法 

提出期間及び提出先（問合せ先）は以下のとおり。 

（１）提出期間 

令和８年２月 13 日（金曜日）午後５時（必着） 

（２）提出先・問合せ先 

提出先：〒100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１ 

農林水産省農産局総務課生産推進室 宛て 

問合せ先：同上 

ＴＥＬ：03－3502－8111（代表）（内線 4717） 

03－3502－5945（直通） 

Ｅ-mail：suishin_zigyou@maff.go.jp 

ただし、問合せについては、月曜日から金曜日まで（祝祭日を除く。）の

午前 10 時から午後５時（正午から午後１時までを除く。）の間に受け付ける

ものとする。 

（３）提出書類及び部数 

ア 「産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体応募書」 ２部 

イ 民間団体経歴（概要）、民間団体定款（又は規約）など応募団体の活動

（新規に設立する応募団体にあっては、設立趣意書及び事業計画見込み）

がわかる資料 １部 

ウ 応募団体（新規に設立する応募団体にあっては、その構成員）の過去３

年分の総会資料（財務諸表等の添付資料） １部 

を１つの封筒に入れ、表に「産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体

応募書」と朱書きをして提出すること。 

なお、提出書類は返却しない。また、機密保持には十分配慮するものと

する。 

（４）注意事項 

ア 応募書類の提出は、郵送、宅配便（バイク便を含む。）、持参又は電子メ

ールによることする。FAX による提出は受け付けない。なお、持参又は電子

メールによる提出の場合は、担当者に事前に連絡すること。 

イ 応募書類を郵送する場合は、簡易書留、配達記録等、配達されたことが

証明できる方法によることとする。また、余裕を持って投かんするなど、

提出期間内に必着することとする。 

ウ 申請書類を電子メールにより提出する場合は、（２）の問合せ先に送付

アドレスを確認し、件名を「産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体

応募書類（応募団体名）」とし、本文に「連絡先」と「担当者名」を必ず記

載し、送信することとする。 

なお、送信後、問合せ先に対し、電話により、メールが届いていること

２ 



の確認を必ず行うものとする。 

また、添付するファイルは圧縮せずに、１メールあたり７MB 以下とする

とともに、複数の電子メールとなる場合は件名の応募団体名を「応募団体

名・その〇（〇は連番）」とするものとする。 

エ 提出期間内に到着しなかった応募書類は、いかなる理由があろうと無効

にする。また、書類に不備等がある場合は、審査対象とならないので、こ

の要領を熟読の上、不備等のないように作成することとする。 

オ 応募書類の差替は原則として不可とする。 

カ 応募書はパソコンのワープロソフトを用いて作成した文書を提出するこ

ととする。 

  

第７ 基金管理団体の審査 

１ 審査の方法 

基金管理団体の採択については、農林水産省農産局総務課（以下「総務課」

という。）において応募要件に該当する旨を確認した後、申請内容等を審査す

るが、審査に当たっては、外部有識者により構成される第三者委員会の意見を

聴いて定めた審査基準に基づき実施するものとする。 

具体的には、総務課において、申請者から提出された応募書等の内容につい

て書類審査及び必要に応じヒアリング審査を行い、第三者委員会の意見を踏ま

え、それらの評価結果を基に適正と認められる応募団体を選定し、採択するも

のとする。 

審査は非公開で行う。また、第三者委員会の委員には、委員として取得した

一切の情報を、委員の職にある期間だけでなく、その職を退いた後についても

第三者に漏えいしないこと、情報を善良な管理者の注意義務をもって管理する

こと等の秘密保持を遵守することが義務付けられている。 

なお、審査の経過は応募団体に通知しないものとし、問合せにも応じないも

のとする。 

２ 審査の観点 

審査の項目及び観点は、次のとおり。 

審査項目 審査の観点 

業務遂行体制の妥当性 ・ 業務を遂行するために必要な体制（人員、事務処理

体制、管理体制）を有しているか。 

・ 組織として不正、誤用防止の内部統制が整備され

ているか。 

対象事業に係る知見 

 

・ 耕種作物の生産振興について、十分な知見を有して

いるか。 

対象事業に係る業務の

経験 

・ 耕種作物に係る事業について、事業の審査及び指導

監督を行った経験を有しているか。 

事業の審査・分析能力の ・ 事業実施主体等に対する的確な審査（事業内容、事

３ 



妥当性 業費）及び分析を行える能力を有しているか。 

基金管理体制の妥当性 ・ 多額の資金を基金として積み立てることから、諸般

の問題が発生する恐れがなく、責任を持って基金を管

理する体制を有しているか。 

・ 決算時において借入金がない等、財務状況が健全な

団体であるか。 

 

３ 審査結果の通知等 

審査の結果（採択又は不採択）については、決定後速やかに応募団体に対し

て通知するものとする。 

審査結果の通知については、基金管理団体の候補者となった旨を通知するも

のであり、別途、必要な手続を経て、正式に交付決定が行われることとなる。 

採択された基金管理団体については、農林水産省のホームページで公表する。 

 

第８ 業務の実施について 

採択決定後、必要な手続を経た後、速やかに基金造成を行うこととする。 

業務は、補正予算成立後に制定される産地生産基盤パワーアップ事業費補助

金交付等要綱に従って行うものとする。業務の実施に当たっては、基金管理状

況について農産局長に報告するものとする。 

４ 



別表  

応募対象事業 業務の概要 応募団体の要件 補助対象経費の範囲 補助率 

産地生産基盤パワーア

ップ事業（収益性向上対

策・生産基盤強化対策）

のうち基金事業 

基金管理団体は、次の業務を実

施するものとする。 

①造成した基金の管理 

②都道府県への予算額の配分 

③都道府県事業実施方針の承認 

④都道府県への助成金の交付 

⑤都道府県の実施状況等の確認 

⑥事業の実施効果等の調査及び評

価結果に対する分析 

⑦その他業務運営に必要な事項 

次の全ての要件を満たすこと。 

①耕種作物についての知見及びノウハウを

有していること。 

②都道府県等と連携して適切に事業実施で

きること。 

③造成した基金の管理、都道府県事業実施方

針の承認、都道府県への助成金の交付及び

実施状況等の確認等の基金管理業務及び

事業実施効果等の調査・分析等が行える体

制を有していること。 

○事業費 

○事務費 

・旅費 

・人件費 

・賃金 

・共済費 

・報償費 

・需用費 

・役務費 

・使用料及び賃借料 

・委託料 

・雑費 

定額 

（注）「補助対象経費の範囲」に掲げる各経費の内容は、次のとおりとする。 

○ 「事業費」とは、収益力強化・生産基盤強化に計画的に取り組む産地に対し、同計画の実現に必要な農業機械のリース導入、集出荷施設の整

備、ハウス・園地等の再整備・改修、全国的な土づくりの展開等に要する経費等を総合的に支援するための経費である。 

○ 「事務費」の各経費の内容は次のとおりとし、上限は 30,000 千円とする。 

旅 費：本事業の推進・指導、検査・審査に要する旅費、外部専門家に対する旅費等 

人件費：業務に直接従事する者に支払う実働に応じた対価（※「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」（平成 22 年９月

27 日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経理課長通知）による。） 

賃 金：日々雇用される雑役並びに事務補助員に対する賃金（協議会を構成する団体に属する職員の超過勤務分を含む。）（※「補助事業等の実

施に要する人件費の算定等の適正化について」（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経理課長通知）による。） 

共済費：臨時雇用者の賃金に係る社会保険料及び児童手当拠出金 

報償費：外部専門家に対する謝金 

需用費：消耗品費（各種事務用紙、帳簿、封筒等の文房具その他消耗品費）、印刷製本費（図面、諸帳簿等の印刷費及び製本費）等 

役務費：通信運搬費（郵便料、電信電話料及び運搬費等）、振込手数料、会計監査人（公認会計士または監査法人）の設置に要する費用（本事業

を実施することにより、会計監査人の設置が必要となる場合に限る。）等 

使用料及び賃借料：事務室借料、会場借料、自動車、事業用機械器具等の借料及び損料 

委託料：本事業に係る事務の委託等（※委託料の中に賃金等の人件費がある場合には、「委託事業における人件費の算定等の適正化について」

（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 961 号農林水産省大臣官房経理課長通知）が適用される。） 

雑費：収入印紙代等 

 

５  



 別記様式 

 

番   号   

年 月 日   

 

  農林水産省農産局長 殿 

 

住所 

称号又は名称 

代表者氏名          

 

 

   産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体応募書 

 

 

１．業務遂行体制について 

（業務を遂行するための人員、管理体制、事務処理能力を有しているのか、組

織として、不正・誤用防止の内部統制が整備されているかを記入すること） 

 

２．対象事業に係る知見について 

  （耕種作物の生産振興について、知見を有しているかを記入すること） 

 

３．事業対象に係る業務の経験について 

（これまでに行った同様の業務経験及び今後に行う業務に活用可能な知見等を

記入すること） 

 

４．事業の審査・分析能力について 

  （事業実施主体に対する的確な審査（事業内容、事業費）及び分析を行える能

力を有していることを記入すること） 

 

５．基金管理体制について 

  （責任を持って基金を管理する体制を有しているのか、財政状況が健全である

ことを記入すること） 

 

 

（注）記入する内容は、追加的に照会する必要がないよう、公募要領における審査

の観点を踏まえ、具体的に記入すること（枚数は問わない。）。 

６ 



産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体の審査基準 

１ 以下の各項目を次の採点基準に基づき、委員ごとに採点するものとする。 
（１） 業務遂行能力
＜業務遂行体制の妥当性＞
次の事項において、総合的に優れていること。
・ 業務を遂行するために必要な体制（人員、事務処理能力、管理体制）を有してい
るか。

・ 業務を的確に遂行するために、団体代表者に十分な管理能力があるか。
（２） 知見について
＜対象事業に係る知見＞
次の事項において、総合的に優れていること。
・ 耕種作物の生産振興について、十分な知見を有しているか。

（３） 経験について
＜対象事業に係る業務の経験＞
次の事項において、総合的に優れていること。
・ 耕種作物に係る事業について、事業の審査及び指導監督を行った経験を有してい
るか。

（４） 審査・分析能力
＜事業の審査・分析能力の妥当性＞
次の事項において、総合的に優れていること。
・ 事業実施計画等の的確な審査（事業内容、事業費）及び分析を行える能力を有し
ているか。

（５） 基金管理能力
＜基金管理体制の妥当性＞
次の事項において、総合的に優れていること。
・ 多額の資金を基金として積み立てることから、諸般の問題が発生する恐れがなく、
責任を持って基金を管理する体制を有しているか。

・ 決算時において借入金がない等、財務状況が健全な団体であるか。
（６） 交付決定取消について
（交付決定取消の原因となる行為の有無）
・ 過去３年以内に交付決定取消の原因となる行為を有していたか。

【採点基準】 
・優（十分満足できる） 10点 
・良（満足できる） ５点 
・可（満足できるレベルよりやや劣る） ３点 
・不可（満足できない） ０点 

・（６）については、農林水産省大臣官房予算課が別に作成する「過去３ヶ年に
交付決定取消のあった補助金等の一覧」等により、農林水産省農産局総務課の
職員が事実の有無を確認し、有の場合は、（△10点）を付すものとする。

２ （１）から（６）までの採点を合算した計数を総得点として、その点数の最も多い者
を基金管理団体とする。 

３ 総得点が同点の場合には、次の基準により基金管理団体を決定する。 
ア 「優」の数が多い方を基金管理団体とする。
イ 「優」の数も同数の場合は、「良」の数が多い方を基金管理団体とする。
ウ 「良」の数も同数の場合は、「可」の数が多い方を基金管理団体とする。
エ 「可」の数も同数の場合は、くじ引きにより決定する。
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受付番号 

産地生産基盤パワーアップ事業基金管理団体審査票 

審査委員名 

応募団体 

審査項目 点数 

（１） 
業務を遂行するために必要な体制（人員、事務処理能力、管理体制）を有しているか。 

組織として、不正・誤用防止の内部統制が整備されているか。 
（優 ・ 良 ・ 可 ・ 不可）

（２） 耕種作物の生産振興について、十分な知見を有しているか。 （優 ・ 良 ・ 可 ・ 不可）

（３） 
耕種作物に係る事業について、事業の審査及び指導監督を行った経験を有している

か。 
（優 ・ 良 ・ 可 ・ 不可）

（４） 
事業実施計画等の的確な審査（事業内容、事業費）及び分析を行える能力を有してい

るか。 
（優 ・ 良 ・ 可 ・ 不可）

（５） 

諸般の問題が発生する恐れがなく、責任を持って基金を管理する体制を有している

か。 
決算時において借入金がない等、財務状況が健全な団体であるか。 

（優 ・ 良 ・ 可 ・ 不可）

（６） 過去３年以内に交付決定取消の原因となる行為を有していたか。 （有 ・ 無）

合計 

※１ （１）～（６）については、優（十分満足できる）：10点、良（満足できる）：５点、可（満足できるレベルよりやや劣る）：３点、不可（満
足できない）：０点

※２ （６）については、有：△10点、無：０点

【所見欄】

８ 




